
県行財政を取り巻く現状と課題 

■ 社会経済情勢の動向                   

（少子高齢化を伴う人口減少の加速化）

○ 本県の人口減少は、全国や東北地方全体よりも早期かつ急激に進行。

少子高齢化の進行や若年人口の流出などにより、様々な影響が懸念。

【図１～図５】 

（社会経済のグローバル化の進展）

○ 製造業を中心に競争が激化する一方、政府は「明日の日本を支える

観光ビジョン」（H28.3）や「農林水産業の輸出力強化戦略」（H28.5）
により、海外誘客や農産物輸出など海外の活力を取り込む施策を推進。

今後の TPP 協定の発効を含め、県経済に大きな影響。【図６～図 11】

（ＩＣＴ〔情報通信技術〕の急速な発達・普及）

○ ブロードバンド（高速・大容量のデータ通信が可能な回線）環境の

整備が進み、インターネット利用が一般化するとともに、スマート  

フォンやタブレット端末が普及。【図 12、図 13】

○ 政府は「世界最先端 IT 国家創造宣言」（H28.5 最終変更）により、

国・地方の IT 化・業務改革、ビッグデータを含む IT 利活用による   

産業競争力の強化などを推進。【図 14】

（ワーク・ライフ・バランスや女性の活躍推進に係る社会的要請の高まり）

○ 多様な人材の能力発揮に向けて、ワーク・ライフ・バランスの実現

や女性の活躍推進が社会的要請に。【図 15、図 16】 

■ 行政ニーズの多様化・高度化と住民意識の変化       

（行政ニーズの多様化・高度化）

○ 全国で「地方創生」の取組みが本格化し、地域全体（市町村、NPO、

企業、大学など）での取組みがより一層重要に。【図 17～図 19】 

○ 東日本大震災を機に、安全・安心に関する取組みの充実を求める声

が高まるとともに、インフラ老朽化への不安も増大。【図 20～図 22】 

○ 社会経済情勢の変化、個人の価値観や生活様式の多様化に伴い、  

地域の行政ニーズが多様化。【図 23】 

（「自助・共助・公助」や社会貢献に関する意識の変化）

○ 内閣府世論調査では、地域生活で重視する考え方として「共助」が

「公助」を上回る状況。防災対策に関しては、「自助・共助・公助」の

バランスを重視する傾向。【図24、図 25】 

○ 社会貢献活動の担い手となる NPO 法人が年々増加するとともに、 

社会貢献意識を持つ人の割合も高い水準で推移。【図26～図 28】 

■ 引き続き厳しい財政状況                 

（厳しい財政状況）

○ 県の財政収支は、社会保障費の自然増や公債費が高い水準で推移す

るなど、今後も厳しい見通し。一方、国の財政は、国債残高が年々   

増加の一途をたどっており、極めて厳しい状況。【図 29～図 32】 

上記を踏まえた現行プラン見直しの方向性 

平成 28年 7月 14 日

総務部 行政改革課

第１ 多様な主体との連携 

地方創生（市町村と県との一体的連携）の推進、 

   NPO・企業・大学との協働、民間活力の活用 等 

第２ 県政運営の信頼性・質の向上 

国内外への情報発信、 

行政情報のオープン化、情報開放 等 

第３ 簡素で効率的な県庁づくり 

ワーク･ライフ･バランス、女性の活躍推進 

働き方改革、効率化の徹底 等 

推進 

向上 

持続 

資料３－３
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■ 社会経済情勢の動向 ①  ～ 少子高齢化を伴う人口減少の加速化 ～

（少子高齢化を伴う人口減少の加速化） 

○ 国立社会保障・人口問題研究所の将来推計に 

よれば、本県の人口減少は、全国や東北地方全体 

よりも早期かつ急激に進行。 

○ 少子高齢化の進行や生産年齢人口の減少、構造的 

 な若年層の社会流出等により、様々な分野で本県 

の将来に深刻な影響が懸念。 

【図 1～図 5 】

（資料）総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」
（資料）山形県人口ビジョン（H27.10）

【図５】 人口減少が本県の将来に与える影響 

（資料）山形県人口ビジョン（H27.10）（資料）総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」

山形県 

東北 

全国 

【図１】 全国・東北・山形県の人口の増減率 【図２】 山形県の人口推移（４地域別）

【図３】 山形県の人口推移（年齢層別:３区分） 【図４】 山形県の年齢別転出者・転入者数（H27） 

1990=100 とした場合 
2040 年時点の推計 
全国：87、東北：70、
山形県：66 

庄内 25% 

置賜 20% 

最上  7% 

村山 48% 
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■ 社会経済情勢の動向 ②  ～ 社会経済のグローバル化の進展 ～

（社会経済のグローバル化の進展） 

○ 製造業を中心に新興国との競争が激化する一方、 

政府は「明日の日本を支える観光ビジョン（H28.3）」や 

「農林水産業の輸出力強化戦略（H28.5）」を策定し、 

インバウンド誘客や農産物輸出など、海外の活力を 

取り込む施策を積極的に推進。今後の TPP 協定発効を 

含め、グローバル化の進展により、本県経済にも大きな 

影響。 【図 6～図 11】

●政府は、「明日の日本を支える 
観光ビジョン」により、訪日外国 
人旅行者の増加を目指す。 
【政府の目標】 
2020年：4,000万人
2030年：6,000万人

（資料）経済産業省「通商白書 2015」  

日本

【図６】 主要輸出国・地域の輸出額の推移 【図７】 各国の１人当たり国内総生産の伸び

【図８】 訪日外国人旅行者数の推移

H22 H27

全国

H22 H27

東北地方

H22 H27

山形県

26,023,000

505,400 510,170

52,630
57,720

全国に占める
比率：

0.8%

全国に占める
比率：

0.1%

61,176,500

（資料）観光庁 

【図９】 外国人宿泊者数の状況

（単位：人） 

【図10】 農林水産物・食品の輸出額の推移

（資料）農林水産省「食料・農業・農村白書」（H28.5） 

【図11】 農林水産物・食品の輸出額の主な内訳(H27) 

（資料）農林水産省「食料・農業・農村白書」（H28.5） 

●政府は、「農林水産業の輸出力強化戦略」 
により、農林水産物・食品の輸出額１兆円
（H32以前）の前倒し達成を目指す。 

（出典）平成 22年観光庁宿泊旅行統計調査(確定値) 
平成 27年観光庁宿泊旅行統計調査(速報値) 

●山形・東北のインバウンド推進 
が課題。 

●輸出相手国はアジアが約 7割（香港、台湾、
中国等）で、農産物が約 6割を占める状況。
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■ 社会経済情勢の動向 ③  ～ ＩＣＴの急速な発達・普及、ＷＬＢや女性活躍に係る社会的要請の高まり ～

（ＩＣＴ*1の急速な発達・普及） 

○ ブロードバンド*2環境の整備が進み、インターネット

利用が一般化するとともに、スマートフォンやタブレッ

ト端末が普及。【図 12、図 13】  

○ 政府は、「世界最先端 IT 国家創造宣言(H28.5 最終改正)」 
を策定し、国・地方の IT 化・業務改革、ビッグデータ 

を含む IT 利活用による産業競争力の強化などを推進。 

【図 14】 

（ワーク・ライフ・バランス(WLB)*3や女性活躍推進に 

係る社会的要請の高まり） 

○ 多様な人材の能力発揮に向けて、ワーク・ライフ・ 

バランスの実現や女性の活躍推進が社会的要請に。 

【図 15、図 16】

（資料）総務省「平成 27年情報通信白書」 

【図 12】 インターネット利用率の向上（年代別） 

＊1  ICT(Information and Communication Technology)：情報通信技術

【図15】 仕事と生活の調和に関する希望と現実

（資料）内閣府「男女共同 
参画白書 平成 27年版」 

（資料）経済産業省 

（資料）内閣府「女性の活躍推進 

に関する世論調査」（H26.8） 

※回答率 10％以上を抜粋 

（資料）総務省「平成 27年情報通信白書」 

【図 13】 主な情報通信機器の世帯保有状況

【図16】 女性の活躍が進んだ時の社会・組織等の姿

【図14】 地域経済分析システム（RESAS）の概要

●60歳未満の利用率は ほぼ 100％、
 70歳代も 5割が利用。

＊2  ブロードバンド: 高速・大容量のデータ通信が可能な回線

＊3 ワーク･ライフ･バランス(WLB)：Work Life Balance 仕事と家庭の両立
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■ 行政ニーズの多様化・高度化と住民意識の変化 ①

（行政ニーズの多様化・高度化①） 

○ 全国で「地方創生」の取組みが本格化し、地域全

体（市町村、ＮＰＯ、企業、大学など）での取組み

がより一層重要に。【図 17～図 18】

○ 東日本大震災を機に、防災に関する取組みの充実

を求める声が高まるとともに社会インフラの老朽

化に対する不安も増大。【図 19～図 21】

○ 個人の価値観や生活様式の多様化に伴い、地域の

行政ニーズが多様化。【図 22】

【企業】

時期 協定締結先 連携事項

H27.7 山形銀行、荘内銀行、きらやか銀行 産業振興・雇用創出等 5項目

H27.12 県信用金庫協会、山形信金、
米沢信金、鶴岡信金、新庄信金

産業振興・雇用創出等 5項目

H28.2 第一生命保険 結婚・子育て支援等の推進等 7項目
H28.3 東京海上日動火災保険 産業振興・雇用創出等 5項目
【大学】

時期 協定締結先 連携事項

H18.5 山形大学 地域資源、人的資源、物的資源活用等

H22.12 山形大学医学部 地域医療向上のための連携・協力

H23.5 慶應義塾大学 先端生命研究所を核とした地域活性化

H27.6 東北公益文科大学 寄附講座設置等

H27.8 東海大学 学生ＵＩターン就職促進

H27.11 東北芸術工科大学 ※ 教育振興発展・地方創生に係る人材育成

H28.5 神奈川大学、専修大学 学生ＵＩターン就職促進

      ※ 教育委員会が締結したもの        等

近年の主な災害 

H23.3 東日本大震災（M9、震度7） 

H26.8 H26.8豪雨（広島ほか） 

H26.9 御嶽山噴火（長野、岐阜） 

H28.4 H28熊本地震（M7.3、震度7） 

【図18】 「地方創生」と関連する本県と
企業･大学との連携協定締結状況（主なもの）【図17】 「地方創生」の取組み

（資料）まち・ひと・しごと創生会議（第７回）会議資料 

【図 19】 政府に対する要望（全国） 【図20】 社会インフラの老朽化をめぐる意識 【図 21】 山形県内における避難者の数

（資料）内閣府「国民生活に関する世論調査」（H27.6）  

（資料）国土交通省 「国土交通白書 2014」 （資料）環境エネルギー部危機管理・くらし安心局（H28.5） 

（資料）県企画振興部 
「平成 26年度県政 
アンケート調査報告書」 

【図 22】 居住地域に対して行政が行うべき対策

東日本大震災 

防災 
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■ 行政ニーズの多様化・高度化と住民意識の変化 ②

（「自助・共助・公助」や社会貢献に関する意識の変化） 

○ 内閣府の世論調査では、地域生活で重視する考え

方として「共助」が「公助」を上回る状況。防災対

策に関しては、「自助・共助・公助」のバランスを

重視する傾向。【図 23、図 24】

○ 社会貢献活動の担い手となる NPO 法人が年々増

加するとともに、社会貢献意識を持つ人の割合も高

い水準で推移。【図 25～図 27】

（資料）企画振興部（H28.6） （資料）企画振興部（H28.6） 
（資料）内閣府「社会意識に関する世論調査」（H28.2） 

思っている 

あまり考えていない 

（資料）内閣府 「国土形成計画の推進に関する世論調査」（H27.8） （資料）内閣府 「防災に関する世論調査」（H25.12）  

【図23】 地域生活で重視する考え方（自助･共助･公助） 【図24】 重点を置くべき防災対策（自助･共助･公助）

【図25】 NPO法人数の推移（全国・山形県） 【図26】 NPO活動分野の割合（H28.3.31現在） 【図27】 社会への貢献意識
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■ 引き続き厳しい財政状況 

（厳しい財政状況） 

○ 県財政は、扶助費（社会保障費）の自然増や

公債費が高い水準で推移することなどにより、

今後も厳しい見通し。【図 28】 

○ 国の財政は、国債残高が年々増加の一途を 

辿っている一方、今後も社会保障費の増嵩が 

見込まれ、極めて厳しい状況。【図 29～図 31】

（資料）財務省「日本の財政関係資料」（H28.4） 

【図28】 県の財政収支の見通し（財源確保対策前） 【図29】 国の歳入・歳出の状況

【図31】 社会保障給付費の増加

●国の財政は歳出が歳入（税収）を上回 
る状況が続き、国債の発行で賄う金
額が拡大。 

（資料）財務省「日本の財政関係資料」（H28.4） 

（資料）総務部 「山形県財政の中期展望」（H28.2） 

（資料）財務省「日本の財政関係資料」（H28.4） 

●急激な高齢化の 
進展により社会 
保障給付費は 
大きく増加。 

【図30】 国債残高の累増
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